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　2　国債流通市場
国債は、国の財政資金の調達手段であるとともに、刻々と変化する金融市場・証

券市場で取引される金融商品でもあります。国債が円滑に発行され、債券・金利の
指標としての役割を果たすには、透明性や流動性が確保され、安全かつ効率的に決
済が行われる流通市場の存在が必要不可欠です。ここでは、国債市場の流動性の維
持・向上の取り組みや、国債が市場でどのように取引されているか、また、その決
済がどのように行われているかについて説明します。

（１）国債市場の流動性の維持・向上
国債市場が、投資家ごとの金利観や投資戦略に合わせて自由に取引を行うことが

できるだけの十分な流動性を有していることは、中長期的な調達コストの抑制にも
資することから、発行当局としては、国債市場の流動性に注意を払っています。

一般的に、流動性が高い状況とは、市場参加者が、「売買したい量を、その時々
の市場価格に近い値で速やかに売買できる状態」と説明されます。ただし、流動性
の定義は様々であり、厳密な定義が存在しないため、国債市場の流動性を把握する
ためには、特定の指標のみを見て判断するのではなく、様々な指標を組み合わせて
多面的な視点で見ていく必要があります。

国債流通市場は、国債市場特別参加者をはじめとした仲介業者と様々な投資家で
構成され、国債市場の流動性はそうした市場参加者間の取引に裏付けられた市場の
自律的機能によることが基本ですが、発行当局としては、発行段階での金額・年限・
銘柄統合（リオープン方式）等の工夫によって国債市場の流動性を補完する役割を
果たしています。

具体的には、国債市場特別参加者会合や国債投資家懇談会（☞①）等を開催し、
市場参加者との意見交換を通じて状況把握に努めるとともに、国債市場の流動性の
維持・向上を図ることを目的として、
　・リオープン方式（☞②）により、一銘柄当たりの発行額を増やす
　・既発債の追加発行である流動性供給入札（☞③）を充実させる
といった取り組みを実施しています。

（２）店頭取引と取引所取引
公社債の流通市場は、証券会社などの店頭で取引される店頭取引と証券取引所で

取引される取引所取引に分けられますが、公社債の銘柄の多さに伴う取引や事務の
多様性、売買内容の複雑さなどを理由に、取引所取引において希望する売買を成立
させることが容易でないことから、店頭取引が主流となっています。

店頭取引の売買価格は、売買当事者間の自由な取決めにより決定されるのが原則
ですが、公社債の店頭売買を公正かつ円滑なものとするため、各証券会社が社内ル
－ルに基づいた公正な価格で取引を行うことが、日本証券業協会の自主規制規則で
定められています（☞）。

取引所取引については、現在、２年・５年・10年・20年・30年・40年固定利付国債が、
東京及び名古屋の各証券取引所に上場されており、取引所における日々の売買高が
公表されています。

2　国債流通市場

☞①第１章３（５）「市場と
の対話」参照（P79）。

☞ ② 第 １ 章 １（３）Ab「リ
オープン方式」参照（P42）。

☞③第１章３（２）「流動性
供給入札」参照（P75）。

☞店頭市場における価格公
示機能を拡充するため、日
本証券業協会から、証券会
社などの報告に基づいて、
毎営業日、公社債店頭売買
参考統計値が公表されてい
ます。また、金融機関間の
店頭取引は、仲介業者を通
じて行われることも多く、
そこでの取引価格が仲介業
者から公表されています。
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（図２－12）東京証券取引所の例
　 国　債　売　買　制　度

項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
目

売 買 立 会 時 午後０時30分から午後2時まで

売 買 単 位 額面５万円

呼 値 の 単 位 額面100円につき１銭

呼 値 の 種 類 指値注文のみ

制 限 値 幅 当取引所が定める値幅（１円）

売 買 立 会 の 方 法 売買システムによる売買以外の売買（Targetによる
注文受付）

売 買 契 約 締 結 の 方 法 個別競争売買

売買の種類及び決済期日
普通取引

原則として売買契約締結の日から起算して2日目
（T+1）

決 済 方 法 日本銀行の国債振替決済制度による決済
（出所）東京証券取引所
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（３）国債取引に係る決済制度の整備
流通市場の国債取引に係る振替決済制度については、「社債、株式等の振替に関

する法律」に基づき、日本銀行が振替機関として指定され、これを運営しています。
当該制度は、参加者間の国債取引に伴う国債の受渡を帳簿上の振替により行う制度
となっています。実務的には、民間金融機関同士の資金決済に利用される日銀ネッ
トが利用されています。

日銀ネットでは、平成６年にDVP決済（Delivery Versus Payment）（☞①）が
導入され、平成13年１月には、従来の時点ネット決済（☞②）から即時グロス決
済（RTGS: Real-Time Gross Settlement）（☞③）に変更されるなど、システミッ
ク・リスク（決済システム全体が混乱に陥るおそれ）の顕現化を回避する方策が実
施されてきました。市場参加者においても、国債決済のRTGS化に伴う決済件数や
事務負担の大幅な増加に対応するための検討が行われ、日本証券業協会において平
成12年８月に「国債の即時グロス決済に関するガイドライン」が策定されました。
具体的には、同ガイドラインにおいて、決済の円滑化・効率化等の観点から、海外
の主要市場で定着しているフェイル慣行（後述）、カットオフ・タイムやリバーサル・
タイム（☞④）、バイラテラル・ネッティング（☞⑤）等が導入されることになりま
した。

以下では、国債取引に係る決済制度についてこれまでの検討の経緯と最近の主な
議論を紹介します。

A　新日銀ネット
日銀ネットは、平成20年より新たなシステム（以下「新日銀ネット」といいます。）

を構築するための対応が進められ、平成26年１月には、金融調節（オペ）と国債
の入札関連業務及び国債系オペの受渡関連業務を対象とする第１段階開発分の稼動
が開始され、平成27年10月13日からは、その他の業務も含め、全面稼動が開始
されました。

新日銀ネットについては、我が国決済全体の安全性・効率性の一層の向上、金融
市場の活性化や金融サービス高度化等の観点から、平成25年８月に「新日銀ネッ
トの有効活用に向けた協議会」が日本銀行に設置され、稼動時間を拡大した場合の

参照：第１章１（５）Ｂ「日銀ネッ
ト国債系システム」（Ｐ46）

☞①DVP決済とは、証券の
受渡しと資金の受払いを相
互に条件付け、一方が行わ
れない限り他方も行われな
いようにすることにより、
証券決済に伴う「元本の取
りはぐれ」リスクを削減す
る決済手法をいいます。
☞②時点ネット決済とは、
決済システムが受け付けた
振替指図（支払指図）を一
定の時刻（＝時点）まで溜
めておき、その時点での「総
受取額－総支払額」の差額
のみを入金ないし引落しす
る仕組みです。同決済方式
の下では、決済時点におい
て、１件でも決済不履行が
生じると、全ての参加金融
機関の全ての支払指図の決
済を差し止めて繰戻しを行
う必要があったため、シス
テミック・リスクが顕現化
する可能性がありました。
☞ ③ 即 時 グ ロ ス 決 済

（RTGS）とは、決済システ
ムが振替指図を受け付ける
都度、１件毎に直ち（＝即
時）に、その全額（＝グロ
ス）を振り替える仕組みで
す。同決済方式の下では、
指図１件毎に決済が行われ
るため、１件の決済不履行
の直接の影響は指図の相手
方に限定されます（システ
ミック・リスクの削減）。
☞④カットオフ・タイムと
は、１日の決済終了を視野
に入れ、フェイル等の認識
を行うため、日銀ネット国
債系の稼動が終了する前に
市場参加者間で策定した決
済の締切時刻であり、現行
では14：00 とされていま
す。また、リバーサル・タ
イムとは、カットオフ・タ
イム時点において、取引当
事者間で決済時刻延長の合
意がなされた場合における
フェイル状態の解消、及び
決済の内容に過誤があった
場合の訂正等を行う時間で
あり、現行では14：00から
16：30までとされていま
す。
☞⑤バイラテラル・ネッ
ティングとは、二当事者間
において、履行期を同じく
する国債の引渡債務及びこ
れに伴う資金の支払債務が
それぞれ相対立する形で存
在する場合に、これら債務
を国債、資金毎に差引計算
し、それらの差額について
決済を行う形態のことをい
います。ネッティングを活
用することにより、市場全
体の決済量の圧縮を図るこ
とができます。

150 150 150

-100 +100
50 250 150

-20 +20

30 250 170

+50 -50

80 200 170
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・

決済

決済

決済

振替指図（A→B、100）

振替指図（A→C、20）

振替指図（B→A、50）

9：00

13：00

A銀行 B証券 C金庫

日銀当座預金

（図２－13）日銀当座預金におけるRTGSの例
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利用方法と、稼動時間を拡大する場合の拡大幅と実施時期について議論が行われま
した。その後、平成26年３月に公表された協議会の報告書に示された方針に基づき、
平成28年２月15日から、21時までに稼動時間が拡大されました。さらに、平成
28年３月には、協議会に「円とJGB のグローバルな有効活用WG」をはじめとす
る３つのWGが新設され、日本国債のグローバルな担保利用の拡充等について引き
続き議論が行われています。

B　フェイル慣行の定着・普及
フェイルとは、取引当事者の信用力と異なる理由により、当初の予定どおり対象

債券の受渡しが行われていない状態をいいます。一方、フェイル慣行とは、フェイ
ル発生時の当事者間における一般的な事務処理方法を定めた市場慣行であり、フェ
イルの発生をもって直ちにデフォルトとしないことが基本となっています（☞①）。

我が国では、国債決済のRTGS化が図られた平成13年１月にフェイル慣行が導
入されましたが、フェイルに対する理解不足や事務処理体制の未整備もあってフェ
イルを容認しない先が少なくなく、フェイル慣行の定着は十分ではありませんでし
た。こうした中、平成20年９月のリーマン・ショックでは、リーマン・ブラザーズ
証券株式会社のデフォルトに連鎖する形でフェイルが前例のない規模で急増すると
ともに、フェイル発生リスクを回避するため新たなレポ取引そのものを手控える動
きが広まったため、レポ市場のみならず国債市場全体の流動性が低下する事態とな
りました。こうした経験を踏まえ、平成21年５月に日本証券業協会公社債委員会
の下部機関として「債券のフェイル慣行の見直しに関するワーキング・グループ」
が設置され、フェイルの頻発を抑制しつつフェイル慣行の更なる定着を図るための
方策が検討されました。その後、平成22年４月に最終報告書が公表され、同年11
月から、フェイルチャージ（☞②）の導入、カットオフ・タイムの繰上げ等、フェ
イル慣行の見直しが実施されました。

なお、「国債管理政策の現状と課題―論点整理―」（「国の債務管理の在り方に関
する懇談会」平成21年12月16日）における「国債発行当局としても、市場参加
者のイニシアティブによる流通市場改革に係る議論の後押しをするとともに、必要
な対応をとることが望ましい」との指摘を踏まえ、財務省でも、国債市場特別参加
者との合意形成を経て、平成23年１月から買入消却入札にフェイルチャージを導
入しています。

C　決済期間の短縮化
平成20年９月のリーマン・ショック以降、デフォルトやフェイルにより未決済残

高が増大したことで決済リスクが強く意識されることとなり、これを効果的に抑制・
解消する上でも決済期間の短縮化が必要不可欠であることが改めて認識されること
となりました。こうした経験を踏まえ、平成21年９月に「証券決済制度改革推進会議」

（☞①）の下部機関として「国債の決済期間の短縮化に関する検討ワーキング・グルー
プ（以下「WG」といいます。）」が設置され、国債の売買取引の標準的な決済期間
をＴ＋２（以下「Ｔ＋２化」といいます。）及びＴ＋１（以下「Ｔ＋１化」といいます。）
とすることについて検討が行われました。

平成22年１月に金融庁が公表した「金融・資本市場に係る制度整備について」に
基づき、同年６月に策定・公表された「国債取引の決済リスク削減に関する工程表」

☞①具体的には、フェイル
が発生した場合、原則とし
て、契約解除権の行使や遅
延損害金の授受は行わない
こととされており、フェイ
ルが長期にわたる場合、こ
れを解消する方法としてバ
イ・イン等の事項が定めら
れています。
　バイ・インとは、フェイル
の状態が一定期間継続して
いる場合に、債券の受方が
フェイル解消のために対象
債券又は同種債券を買い入
れることをいいます。

☞②フェイルチャージと
は、フェイルした渡方に対
して、賦課される金銭負
担をいいます。フェイル
チャージが導入されること
により、低金利下において
も、フェイル発生を抑制す
る経済合理性が有効に機能
すると考えられています

（詳細については、「国債の
即時グロス決済に関するガ
イドライン」等関連諸規則
をご参照ください）。

☞①「証券決済制度改革推
進会議」は、証券決済制度改
革に係る俯瞰的・横断的な
進捗管理に加え、商品・業界
横断的課題の整理検討等に
取り組むため、日本証券業
協会が主宰する「証券受渡・
決済制度改革懇談会」の下
に設置されたものです。
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により、Ｔ＋２化の実現時期を平成24年前半とすること、Ｔ＋１化の具体的な実
現方策等の検討を進めることとされました。

これを受けＷＧにおいてＴ＋２化が、平成23年３月に決定され、平成24年４月
23日から実施されました。さらに、Ｔ＋１化の検討を平成24年下期に再開し、Ｗ
Ｇにおける議論や総合運転試験（RT）の実施結果を踏まえて、平成30年５月１日
からＴ＋１化が実施されました（☞②）。

D　清算機関の態勢強化・利用拡大
平成13年１月の国債決済のRTGS化に併せてバイラテラル・ネッティングが導入

されましたが、国債市場では、複数の市場参加者による売買・レポ取引が連続して
行われており、全ての決済を取引の相手方と個別に行うことになると、事務面にお
いて煩雑かつ非効率であるばかりか、カウンターパーティ・リスクも考慮しながら
取引を行わざるを得ません。このため、市場参加者同士が約定した取引について、
清算機関（☞①）が間に入って決済履行を保証し、資金や国債のネッティングを行
う仕組みが求められることになりました。

平成13年３月、国債市場懇談会（☞②）は、「流通市場における流動性向上の
ための提言」において国債清算機関の創設を提言しました。その後、設立の具体
化に向けたワーキング・グループでの検討等を経て、平成15年10月に国債市場に
おけるセントラル・カウンターパーティー（CCP：Central Counterparty）であ
る、株式会社日本国債清算機関（JGBCC：Japan Government Bond Clearing 
Corporation（現日本証券クリアリング機構（JSCC：Japan Securities Clearing 
Corporation）（☞③）））が設立され、平成17年５月から実際の業務が開始されま
した。これにより、JGBCC参加者同士の間で成立した債権・債務関係が、各参加者
とJGBCCの債権・債務関係に単純化され、各参加者のカウンターパーティ・リスク
は取引相手方からJGBCCに置き換えられることになりました。また、各参加者と
JGBCCは、資金や同一銘柄の国債についてネッティングを行い差額のみを決済す
るため、決済件数や決済に必要な資金・国債、日中のエクスポージャーが大幅に削
減されることになりました。

このようなJGBCCのリスク管理機能は平成20年９月のリーマン・ショック時
にも確認されたところですが、当該機能をより効果的に活用する観点から、平成
22年１月に金融庁が発表した「金融・資本市場に係る制度整備について」では、
JGBCCの態勢強化と利用拡大を図るべきとされ、平成22年６月に公表された「国
債取引の決済リスク削減に関する工程表」では、JGBCCのガバナンスの充実を図っ
た上で、参加者の破綻等緊急時における資金調達スキームの拡充やフェイルの割当
ルールの明確化等に取り組む方針が示されました。これを受け、JGBCCにおいては、
平成22年９月にJSCCとの連携強化を公表する等ガバナンスの拡充が進められて
おり、フェイルの割当ルールについても、平成22年11月のフェイル慣行見直しに
併せて明確化が図られました。

また、清算機関の利用拡大についても、国債決済で大きなシェアを占める信託銀
行との間で、信託銀行の特性に配慮した制度設計の検討が行われ、平成26年６月
に信託銀行もJSCCへの参加を開始しました。

☞②国債の入札から発行・
買入までの期間について
も、平成30年５月１日以降
の入札より、原則T（入札日）
＋１化されています（第１
章１（５）D「国債発行市場
における決済期間短縮化」
参照（P48））。

☞①多数の取引当事者の間
で成立した証券の売買など
の取引の債権債務関係を，
売り手と買い手の間に入っ
て、売り手と清算機関、清
算機関と買い手の債権債務
関係に置き換えて清算する
主体。

☞②国債市場懇談会は、市
場関係者との意見交換の場
として、平成12年９月から
平成16年８月まで開催さ
れていましたが、現在では、
国債市場特別参加者会合の
発足に伴い、発展的に解消
されています。

☞③平成25年10月１日に
JGBCCはJSCCと合併し、
これまでJGBCCが担って
きた国債の店頭取引に係る
清算業務はJSCCに引き継
がれました。
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（４）WI取引
WI（When-Issued）取引（発行日前取引）とは、国債の入札アナウンスメント

が行われた日（原則として、入札日の１週間前）から発行日前日までに行われる取
引をいいます。平成16年２月以降、従前から行われていた入札日から発行日まで
の取引に加え、入札日前の取引も行うことが可能になりました。

WI取引の価格は、入札前における新発債の需要動向を反映するため、落札価格の
予測値として機能します。WI取引が活性化することにより、入札の不確実性が減少
し、発行市場と流通市場とのリンケージが高まることから、発行体の効率的な資金
調達にも寄与すると考えられます。

 

発行日入札日入札アナウンスメント日

入札予定日、発行予定日、償

還予定日、発行予定額を発表

クーポン、回号等

発行要項を発表

発行日前取引

単利利回り、単価で取引
（従前からの取引）

入札前取引

複利利回りで取引
５営業日程度

 

（図２－14）WI取引の概要

（５）債券現先取引と債券貸借取引
A　債券現先取引

債券現先取引とは、売買の当事者間同士で一定期間後に一定価格で反対売買を行
うことをあらかじめ約束して行う、売戻し又は買戻し条件付の売買取引です。

戦後、起債市場が再開されてから債券現先取引は資金調達の主要な手段となっ
ていましたが、その後、譲渡性預金証書（CD）やコマーシャル・ペーパー（CP）、
大口定期預金といった新たな短期金融商品が登場したことや、売買形式のために有
価証券取引税の課税対象となっていたことから、資金調達手段は後述する日本版レ
ポ取引などに移行し、現先取引は有価証券取引税が課されない割引短期国債・政府
短期証券（現在の国庫短期証券）を中心とした取引へと縮小していきました。

その後、外国為替等審議会「円の国際化専門部会」において、我が国のレポ及び
現先市場はグローバル・スタンダードに即した売買形態での取引を推進する必要が
あるとの提言（☞①）がなされたことや、平成11年３月の有価証券取引税の廃止
を受け、平成13年４月から、一括清算条項（☞②）、マージンコール機能（☞③）、

☞①21世紀に向けた円の
国際化-世界の経済・金融情
勢の変化と日本の対応-（外
国為替等審議会報告）（平
成11年４月20日）

☞②一括清算条項とは、取
引当事者のいずれかが債務
不履行になった場合、基本
契約に基づく債権債務を一
つの金銭債権債務（全ての
個別取引を終了させ、それ
により発生する損益と担保
総額を相殺した金額）に置
き換える条項をいいます。

☞③マージンコール機能と
は、取引期間中、取引対象
債券等の時価変動に応じ
て、担保の受渡により与信
リスクの解消を行うことを
いいます。
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サブスティテューション（☞④）の適用等のリスク管理手法が盛り込まれた「新現
先取引」が導入されました。

なお、平成14年11月からは、日本銀行のオペレーションの１つとして行われ
ていた「レポ・オペ」が貸借方式から新現先方式に変わり、「現先オペ」としてオ
ファーされています。

また、平成21年９月に設置された「国債の決済期間の短縮化に関するワーキン
グ・グループ」における議論（☞⑤）を踏まえ、平成30年５月1日に国債の売買
取引の標準的な決済期間のT＋１化が実施されました。T＋１化に際しては、GC

（General Collateral）レポ取引の決済期間をT＋１からT＋０に短縮し、新現先
取引による銘柄後決め方式GCレポ取引（☞⑥）が整備され、銘柄後決め方式GC
レポ取引以外についても、後述する日本版レポ取引に代わり、新現先取引への移行
が進んでいます。

B　債券貸借取引（日本版レポ取引）
債券貸借取引とは、当事者の一方（貸出者）が他方（借入者）に債券を貸し出し、

一定期間後に、借入者が貸出者に同種、同量の債券を返済する消費貸借取引です。
債券流通市場の発展を目的として債券の空売りが認められたのと同時に、平成元

年から導入されました。
債券貸借取引は、上記現先取引との競合を防ぐため、当初は現金担保とする場合、

付利制限などの規制があったことや、代用有価証券など現金以外を担保とする方法
も事務管理の繁雑さなどから敬遠される傾向にあったこと等で、もっぱら無担保取
引が中心でした。

しかし、平成７年２月のベアリングス銀行破綻で無担保取引の危険性が改めてク
ローズアップされ、信用リスク軽減の観点から、米国のレポ取引を参考に債券貸借
取引の見直し（有担保化）が行われ、一括清算条項、マージンコール機能により、
リスク管理が強化される一方、国債取引のローリング決済（☞）移行に際し、付利
制限の廃止とともに現金担保の下限規制を撤廃して、平成８年４月から現金担保付
債券貸借取引（いわゆる「日本版レポ取引」）が開始されました。

日本版レポ取引は、債券の空売りを行った際に決済に必要となる特定の現物の調
達（SC（Special Collateral）取引）のほか、銘柄を特定しない債券を担保とした
資金の調達（GC取引）といった形で活発に行われ、平成９年11月には日本銀行
のオペレーション（いわゆる「レポ・オペ」）にも導入されました。また、平成17
年５月にはJGBCCによる清算業務が開始され、レポ取引の清算（債務引受け、ネッ
ティング等）、リスク管理等が行われており、レポ取引の拡大に寄与しました。

日本証券業協会が毎月公表している「債券貸借取引残高等状況（旧債券貸借取引
状況）」によれば、日本版レポ取引における、平成30年度末の市場規模は残高ベー
スで50兆円台となっています。

☞④サブスティテューショ
ンとは、債券の売り手が、
買い手の同意を前提とし
て、取引期間中に取引対象
債券等を差し替えることを
可能とする仕組みをいいま
す。

☞⑤第１章２（３）C「決済
期間の短縮化」参照（P59）。

☞⑥コラム７「銘柄後決め
方式GCレポ取引の利用状
況」参照（P66）。

☞ローリング決済とは、「約
定から○営業日後」といっ
たように、所定の日数を経
過したものから逐次決済し
ていく方法のことをいいま
す。



第Ⅱ編　制度編

63

第
1
章
国
債

2
国
債
流
通
市
場

 

資

金

運

用

者

債券貸借取引（日本版レポ取引）

資

金

調

達

者

債券

資金

債券（買戻し）

資金（売戻し）

一
定
期
間
後

債券現先取引

一
定
期
間
後

債券

現金担保

債券貸借料

債券

現金担保

担保金利息

　債

　券

　の

　借

　り

手

　債

　券

　の

　貸

　し

手

　債

　券

　の

　買

　い

手

　債

　券

　の

　売

　り

手

（図２－15）債券現先取引と債券貸借取引（日本版レポ取引）のイメージ図

（６）ストリップス債
ストリップス債（STRIPS：Separate Trading of Registered Interest and 

Principal of Securities）とは、利付国債の元本部分と利払時点毎に利息（ク－ポ
ン）部分を分離し、それぞれ分離元本振替国債、分離利息振替国債として、独立し
て流通させることや、過去に分離された元本部分と利息部分を再度統合して元の利
付国債を復元することが可能な国債のことです。

平成15年１月より、我が国においても国債のストリップス化が可能になりまし
た（☞）。ストリップス債の導入により、元本部分と利息部分の分離を希望する投
資家のニーズに応じることが可能になると同時に、割引債と利付債の間の裁定（金
利調整）機能が高まり、国債市場の効率性が向上することが期待されます。

なお、ストリップス債の分離状況については、財務省ホームページで定期的に公
表しています。

☞平成15年１月以降発行
される15年変動利付債、個
人向け国債、10年物価連動
債以外の全ての利付国債が

「分離適格振替国債」となっ
ています（例外として、社
債、株式等の振替に関する
法律で規定する特例国債と
同一の銘柄として発行され
たものを除きます。）。　
ストリップス化された国債
の保有者に係る制限はあり
ませんが、ストリップス債
の分離・統合を行うことが
できるのは、国債市場特別
参加者に限定されていま
す。
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（クーポン）
100 万円

令和２年９月１日支払い

（クーポン）
100 万円

令和元年９月１日支払い

（クーポン）
100 万円

令和２年３月１日支払い

（クーポン）
100 万円

令和３年３月１日支払い

分離

割引債
100 万円

割引債
1億円

令和３年３月１日償還

割引債
100 万円

割引債
100 万円

割引債
100 万円

分離元本振替国債（元本部分）

分離利息振替国債（利息部分）

独
立
し
て
流
通
・
統
合
も
可
能

（元本）
１億円

令和３年３月１日支払い

２年固定利付債（額面金額１億円、表面利率２％、令和３年３月１日償還）

令和２年９月１日償還令和元年９月１日償還 令和２年３月１日償還 令和３年３月１日償還

（図２－16）ストリップス債のイメージ図

（７）国債先物取引
先物取引とは、現在取り決めた価格で、将来の一定の期日に特定の商品を取引す

る契約のことです。国債の先物は、証券取引所において不特定多数の参加者が売買
することを前提に、売買単位や受渡期日などの取引条件が定型化されています。

国債先物取引は、大阪取引所に上場し、取引されています。また、長期国債先物
取引については、大阪取引所のほか、SGX（シンガポール証券取引所）でも取引
されています。

国債先物取引では、実際に発行されている国債そのものを対象として先物取引が
行われているのではなく、「標準物」（☞①）と呼ばれる架空の国債を対象として先
物取引が行われます。

取引当事者は、取引最終日まで、いつでも反対売買（転売または買戻し）が可能
であるほか、受渡決済期日に売買代金及び現物国債の授受により最終決済（受渡決
済）することも可能です。ただし、受渡決済の場合には、標準物が架空の国債のため、
現存する国債のうち受渡適格銘柄（☞②）として定められた国債が受け渡されます。
この際、標準物の価値を１とした場合の受渡銘柄の価値を表す交換比率（「コンバー
ジョン・ファクター」）を掛けた価格で清算されることから、最割安（チーペスト）
銘柄（☞③）で受渡を行えば受渡側にとって損失（収益）を最小（最大）化するこ
とができます。そのため、先物と最割安銘柄間の価格連動性は高い傾向にあります。

☞①「標準物」とは、取引の
円滑化を図るために証券取
引所が利率、償還期限など
を標準化して設定した架空
の債券のことです。

☞②「受渡適格銘柄」とは、
長期国債先物取引の場合、
受渡決済期日に残存７年以
上11年未満の10年利付国
債となっています。

☞③「最割安銘柄」とは、現
物価格と先物の決済価格の
差が最小となる銘柄です。
平成31年３月末時点にお
いては、残存期間が最短（７
年程度）の銘柄が最割安銘
柄となっています。
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中期国債先物取引 長期国債先物取引 超長期国債先物取引 ミニ長期国債先物取引

市 場 開 設 日 平成８年２月16日 昭和60年10月19日
昭和63年７月８日

（平成14年９月10日～平成26年４月４日休止）
平成26年４月７日取引再開

平成21年３月23日

取 引 対 象 中期国債標準物
( ３％、５年)

長期国債標準物
（６％、10年）

超長期国債標準物
（３％、20年） 長期国債標準物の価格

受 渡 適 格 銘 柄 残存４年以上５年３か月
未満の５年利付国債

残存７年以上11年未満
の10年利付国債

残存19年3か月以上21年
未満の20年利付国債 ―

立 会 時 間

＜ 午 前 立 会 ＞
 オープニング ：   8：45
 レギュラー・セッション ：   8：45～11：00
 クロージング ： 11：02

＜ 午 後 立 会 ＞
 オープニング ： 12：30
 レギュラー・セッション ： 12：30～15：00
 クロージング ： 15：02

＜ 夜 間 立 会 ＞
 オープニング ： 15：30
 レギュラー・セッション ： 15：30～翌5：25
 クロージング ：   翌5：30
 ※1：オープニングで取引が成立しない場合、レギュラー・セッションに移行
 ※2：クロージングで取引が成立しない場合、ザラ場引け

限 月 取 引 ３月、６月、９月、12月の３限月取引

取 引 最 終 日 受渡決済期日（各限月の20日（休業日の場合は繰下げ））の５日前（休業日を除外する）

同一限月の長期国債先物取引
における取引最終日の前日

（休業日を除外する）
※最終決済期日は、取引最終日の翌々日

（休業日の場合は繰下げ）

取 引 単 位 額面１億円 10万円に長期国債標準物の
価格の数値を乗じて得た額

呼 値 の 単 位 額面100円につき１銭 0.5銭

値 幅 制 限

（1） 制限値幅：定期的な見直しは実施せず、取引対象が同一の商品ごとに以下の値を適用する
中期国債先物取引 長期国債先物取引 超長期国債先物取引 ミニ長期国債先物取引

通常値幅 上下 2.00 円 上下 4.00 円 上下 2.00 円
最大値幅 上下 3.00 円 上下 6.00 円 上下 3.00 円

※制限値幅は、１回のみ拡大（該当方向のみ）
（2） 即時約定可能値幅（☞①）

中期国債先物取引 長期国債先物取引 超長期国債先物取引 ミニ長期国債先物取引

直近の最良気配の仲値または直近約定値段を中心に上下10銭
直近の最良気配の仲
値または直近約定値
段を中心に上下30銭

直近の最良気配の仲
値または直近約定値
段を中心に上下10銭

サ ー キ ッ ト・
ブ レ ー カ ー

中心限月取引（ミニ長期国債先物取引を除く）において、制限値幅の上限（下限）値段に買（売）呼値が提
示され（約定を含む）、その後、１分間に当該値段から即時約定可能値幅の範囲外の値段で取引が成立しない
場合には、取引（ミニ長期国債先物取引を含む）を一時中断し、制限値幅の上限（下限）を拡大します。（☞②）

ス ト ラ テ ジ ー 取 引 あり（カレンダー・スプレッド（☞③））
Ｊ − Ｎ Ｅ Ｔ 取 引

（☞④） あり（呼値の単位：0.0001円、最低取引単位：１単位）

清 算 数 値 当該取引日の立会（夜間取引を除く）における最終約定値段等
※必要な場合は、上記に関わらず株式会社日本証券クリアリング機構（JSCC）が適当と認める数値に修正

長期国債先物（ラージ）
の同一限月の清算値段

証 拠 金 SPAN®（☞⑤）を利用して計算（他の国債先物・国債先物オプション取引との間におけるリスク相殺を認める）
決 済 方 法 1. 転売または買戻し　2. 最終決済（受渡決済） 1. 転売または買戻し 

2. 最終決済（最終清算数値による決済） 
決 済 物 件 の 受 渡 し 受渡しに供する国債の銘柄は渡方（売方）の任意 ―
ギブアップ（☞⑥） 利用可能
建玉移管（☞⑦） 利用可能

（☞①） 誤発注等による価格急変の防止の観点から、直前の基準となる値段から所定の値幅を超える約定が発生する注文が発注された場合に、 当該銘柄の取引の一時中断を行
う制度（これを即時約定可能値幅制度といいます。）を導入しています。

（☞②） 例外ケース
　　　 1. 日中（午後）立会又は夜間立会のレギュラー・セッションの終了時刻から20 分前以降に発動条件に該当した場合
　　　 2. 呼値の制限値幅の最大値幅まで拡大した後に、再度発動基準に該当した場合
　　　 3. 取引状況等を勘案して取引の一時中断を行うことが適当でないと大阪取引所が認める場合

（☞③） カレンダー・スプレッド取引とは、異なる２つの限月取引、具体的には、期近限月取引と期先限月取引、例えば、３月限月と６月限月の２つの取引の間の価格差を呼値と
して取引を行い、１つの取引で、２つの限月取引について、同時に売りと買いの反対のポジションを成立させることができる取引を指します。

（☞④） J-NET取引は、競争売買市場から独立したJ-NET市場において行う、立会によらない先物・オプションをいいます。
（☞⑤） SPAN®は、Chicago Mercantile Exchange（CME）が開発した証拠金計算方法です。
（☞⑥） ギブアップ制度とは、顧客が、注文を委託した取引参加者と異なる取引参加者との間で決済関連業務（先物取引の決済時における差金、オプション取引代金及び証拠金

等の授受）を行う制度です。
（☞⑦） 建玉移管制度とは、移管元清算参加者（未決済約定の引継ぎ元の清算参加者）が、先物・オプション取引に係る未決済約定（建玉）について、ＪＳＣＣの承認を条件として、

移管先清算参加者（移管元清算参加者から未決済約定を引き継ぐ清算参加者）に引き継がせることを認める制度です。
　（出所）大阪取引所、ＪＳＣＣ

（図２－17）国債先物取引の概要
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平成 30 年５月１日から国債決済期間短縮化（Ｔ＋１化）が実施され、通常の売買取引（以下「アウトライ
ト取引」といいます。）及びＳＣレポ取引の決済期間がＴ＋２からＴ＋１に短縮されました。また同時に、日
本証券クリアリング機構（ＪＳＣＣ）は「銘柄後決め方式の現先取引」を導入し、Ｔ＋０でのＧＣレポ取引決
済が可能となりました。

本コラムでは、銘柄後決め方式ＧＣレポ取引（以下「後決めレポ取引」といいます。）の概要と、利用状況
について紹介します。　

ＧＣレポ取引は、例えば、証券会社がアウトライト取引やＳＣレポ取引の約定後に、資金の不足分の調達を
目的として行われることが多い取引で、アウトライト取引やＳＣレポ取引とは不可分です。そのため、アウト
ライト取引やＳＣレポ取引のＴ＋１化に際しては、ＧＣレポ取引約定後の一連の事務（ポストトレード事務）
の迅速化が課題となりました。そこで、欧米の先行事例を参考に新たに導入されたのが、新現先取引による後
決めレポ取引です。同取引では、資金の受渡金額と国債バスケット（例えば「国庫短期証券」「利付国債の残
存 10 年以下の銘柄または国庫短期証券」など割り当て対象銘柄の範囲を特定する条件）のみを指定して約定
し、個別銘柄の選定は、決済直前にＪＳＣＣが一括して行います。これにより、市場参加者における銘柄選定
等の作業負担が軽減され、ポストトレード事務の時間短縮が可能となりました。

 

  

（図ｃ 7 －１）国債の決済期間短縮化のイメージ

（出所）国債の決済期間短縮化に関するワーキング・グループ「国債取引の決済期間の短縮（Ｔ＋１）化に向けたグランドデザイン（平成 26 年
11 月 26 日）」を基に財務省が作成

コラム 7 銘柄後決め方式ＧＣレポ取引の利用状況
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平成 30 年５月以降のＪＳＣＣ経由の取引状況（図ｃ 7 －３）を確認すると、後決めレポ取引の利用が徐々
に増えつつある様子が見て取れます。また、Ｔ＋１化とあわせて推奨された、貸借方式（現担レポ）からグロー
バルスタンダードである新現先方式（後決めレポを含む現先レポ）への移行も相応に進んでいます。今後とも、
我が国レポ市場において、非居住者の参入拡大なども含めた一層のグローバル化、市場活性化が、市場参加者
のさらなる利便性向上につながることが期待されています。

（図ｃ 7 －２）国債バスケット別　含まれる銘柄

（出所）日本証券クリアリング機構ＨＰの情報を基に財務省が作成

（図ｃ 7 －３）日本証券クリアリング機構の債務引受金額（１日平均）

（注）債務引受金額ベース。現先・現担はスタート・エンド合計（往復）
（出所）日本証券クリアリング機構
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